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研究成果の概要（和文）：　本研究は，財政民主主義の担い手を育成する公民教育カリキュラムの開発研究であ
る。研究成果は次の４点である。１点目は，不信社会問題を教材した中等公民学習の授業を開発したことであ
る。２点目は，不信社会問題を教材した初等公民学習の授業開発したことである。３点目は，中等公民学習の授
業モデルを実践しその効果を確かめたことである。４点目は，初等公民学習の授業モデルを実践しその効果を確
かめたことである。

研究成果の概要（英文）：　This study is developing social studies and civics lessons about tax and 
finance for elementary and secondary school students to foster democratic citizens. The result of 
this study is as follows:
　First, we developed social studies lessons about tax and finance for elementary school students by
 treating a social problem national finance causes, called “fushin-shakai-mondai”. Second, we 
developed social studies lessons about tax and finance for secondary school students by treating the
 problem. Third, we clarified the effectiveness of lessons for secondary school students by carrying
 out them. Fourth, we clarified the effectiveness of lessons for elementary school students by 
carrying out them.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究の意義は，税金は「私たちを支えるもの」という建設的な租税意識を育成する方法を具体的に示したこ
とである。現行の社会科・公民科では，我が国の財政を社会的な正機能として当然視させることをめざすため，
不信社会問題という我が国の財政が引き起こす社会問題を教材化できなかった。本研究では，不信社会問題を教
材化して，税金は「とられるもの」という非建設的な租税意識を揺さぶることができることを明らかにした。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
(1) 我が国の財政は，国民がその代表者を通じて予算を決定・執行するという財政民主主義の考
え方に基づいて運営されている。したがって，こうした財政民主主義の担い手をよりよく育成し
ようとすれば，民主的な社会を実現する財政のあり方について考えさせる社会科・公民科のカリ
キュラムを開発して，主権者としての納税者意識を高める必要がある。  
 
(2) しかしながら，現行の社会科・公民科カリキュラムでは，財政民主主義の担い手を育成する
ことは難しい。なぜなら，現行のカリキュラムでは，我が国の財政が引き起こす社会問題を取り
上げないからである。その結果，国民生活に悪影響を及ぼす財政の現実に気づかせることができ
ず，我が国の財政を国民生活に好影響を及ぼす政府の取り組みとして絶対視させてしまう。既存
の国家・社会の順応者ではなく，民主的な国家・社会の形成者を育成しようとすれば，社会的な
逆機能として働く財政の現実に気づかせ，そのよりよいあり方を検討させることによって，我が
国の財政を社会的な正機能として絶対視させない必要があるのではないだろうか。 
 
(3) こうした現行の課題を克服するために，租税・財政問題を教材にして，児童生徒によりよい
財政のあり方について検討させる財政制度批判学習の開発研究が盛んに行われてきた。例えば，
国債の累積問題を教材にした租税・財政学習の開発研究が典型的（引用文献①②③）。この研究
では，少子高齢化という社会変化が我が国の財政収支に悪影響を及ぼしていることを学習させ，
よりよい財政収支のあり方を検討させる授業が開発されている。財政制度批判学習は，我が国の
財政に大きな影響を与える社会問題を教材にすることによって，社会的な正機能が低下してい
る財政の現実に気づかせ，そのよりよいあり方を検討させることができる点で高く評価できる。 
 
(4) しかしながら，従来の研究は，我が国の財政に影響する社会問題は取り上げても，我が国の
財政が引き起こす社会問題を取り上げない点で課題があるのではないだろうか。なぜなら，その
ような社会問題を取り上げない限り，社会的な逆機能として働く財政の現実に気づかせること
ができないからである。その結果，社会的な正機能が低下する財政の現実に目を向けさせること
しかできないため，現行の社会科・公民科カリキュラムの課題を十分に克服することは難しい。
我が国の財政を社会的な正機能として絶対視させないようにするためには，我が国の財政が引
き起こす社会問題も教材に取り上げ児童生徒に学習させる必要がある。 
 
２．研究の目的 
(1) それでは，社会的な逆機能として働く財政の現実に気づかせ，そのよりよいあり方を検討さ
せるためには，どのような授業を開発すればよいだろうか。本研究では，この問いに答えるため
に，不信社会問題という我が国の財政が引き起こす社会問題を教材に授業を開発する。不信社会
問題とは，税負担が小さく公的サービスの普遍的な給付が難しい我が国の財政の結果，中間層の
人々の痛税感が高まると同時に政府や社会に対する人々の不信感が強まってしまうという社会
問題である（引用文献④⑤）。そのため，この問題を教材に授業を開発すれば，政府や社会に対
する人々の不信感を強めてしまう財政の現実に気づかせ，そのよりよいあり方を検討させるこ
とができるため，我が国の財政を社会的な正機能として絶対視させないことができる。 
 
(2) 以上のような問題意識のもと，本研究では，不信社会問題を教材化することによって，我が
国の財政を社会的な正機能として絶対視させてしまう現行の社会科・公民科カリキュラムの課
題を克服する方法を具体的に示すことを目的とする。 
 
３．研究の方法 
(1) 本研究では，上記の「研究の目的」を開発研究の手法を用いて実現する。開発研究とは，研
究の目的に即して授業を開発・実践することによって，現行の社会科・公民科の課題を克服する
方法を実験的実証的に明らかにする研究方法である。 
 
(2) 具体的には，次の 3つの段階を踏まえて研究に取り組む。第 1段階は，不信社会問題を教材
にした初等・中等各段階の公民学習の授業モデルを開発する段階である。第 2段階は，実験授業
を行うとともにその前後でアンケート調査を実施する段階である。第 3段階は，アンケート調査
の結果を分析して授業モデルの効果を確かめる段階である。これら 3 つの段階を踏まえること
によって，財政民主主義の担い手を育成する公民教育カリキュラムの具体像を提示する。 
 
４．研究成果 
(1) 不信社会問題を教材にした中等公民学習の授業モデルを開発したことである。具体的には，
単元「国債問題について考える」という全 2時間の授業計画を作成した。これは，中学校社会科
の「国民の生活と政府の役割」や高校公民科の「政府の役割と財政・租税（「現代社会」）」「財政
の仕組みと働き及び租税の意義と役割（「政治・経済」）」で実施する授業計画である。この計画
では，国債の累積問題は，少子高齢化という社会変化だけでなく我が国の財政が引き起こす不信
社会問題の結果でもあることを生徒に学習させる授業を構成した。 
 



(2) 不信社会問題を教材にした初等公民学習の授業モデルを開発したことである。具体的には，
単元「税金について考える」という全 3時間の授業計画を作成した。これは，小学校社会科第６
学年「我が国の政治の働き」の「租税の役割」で実施する授業計画である。この計画では，我が
国の人々の痛税感が大きい背景には不信社会問題があることを学習させるとともに，その問題
の克服をめぐって税などの公的負担を大きくした方がよいかしない方がよいか議論させる授業
を構成した（表１参照）。 

 
(3) 上記(1)の授業モデルの効果を実験的実証的に確かめたことである。具体的には，「政府の役
割と国民の福祉」という中学校公民分野の教科書紙面に即して全 4時間の単元を開発し，その実
験授業を熊本大学教育学部附属中学校の 3年生を対象に 2021 年 1 月に実施した。実験授業の結
果，本授業モデルは，「我が国の税負担は重い」「税は生活を苦しくする」といった，我が国の財
政や税制に対する生徒のマイナス・イメージを大きく変容させることができる社会科授業であ
ることが明らかになった。 
 
(4) 上記(2)の授業モデルの効果を実験的実証的に確かめたことである。具体的には，「税金につ
いて考える」という全 3時間の単元を構成し，その実験授業を熊本県内の公立小学校で 6年生の
児童を対象に 2021 年 3月に実施した。実験授業の結果，本授業モデルは，「税金の無駄遣いが多
い」「税金は少ないほどよい」といった，税金に対する児童の固定観念を揺さぶることによって，
税金は「私たちを支えるもの」という建設的な租税意識を育成する上で極めて効果的な社会科授
業であることが明らかになった（資料１参照）。 
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表１ 不信社会問題の克服をめぐる論点 
特徴 
負担 

利点 欠点 

大きく 
す る 

公的サービスを今よりもみんなに広く
供給できる結果，①中間層の人々の痛
税感を緩和できるとともに，②政府や
社会に対する人々の信頼感を高めるこ
とができる可能性がある。 

公的サービスを今よりもみんなに広
く供給できるようになると，①お金の
使い道を自分で選ぶ自由度が低くな
るとともに，②公的サービスの自由な
利用が制限される可能性がある。 

大きく 
しない 

公的サービスを今よりもみんなに広く
供給しない結果，①お金の使い道を自
分で選ぶ自由度が低くならないととと
もに，②公的サービスの自由な利用が
制限されない。 

公的サービスを今よりもみんなに広く
供給できないと，①中間層の人々の痛
税感を緩和できないとともに，②政府
や社会に対する人々の信頼感を高める
ことができない。 

資料１ 税金に対するイメージが変化した児童の記述（一部抜粋） 

・税金が高いとかそういうイメージがあったけど，税はほとんどが国民のために使われて
いることがわかったから。 
・税負担は人々にとって負担して苦しいものだと思っていたが，今は私たちの生活を支え
ているものになっていると思った。 
・前は「取られる」「政府のお金」というイメージだったけど，国民のために使っていて，
あとは「国民・私たちが生きていく上で必要なお金」というイメージに変わった。 
・最初はもっと下げてほしいと思っていたけど，下げたら余計不満が溜まると知って上げ
た方がいいと思うようになったから。 
・最初は払いたくないと思っていたけど，信頼度を高めるためや人生を守るための大切な
お金だと思いました。 
・最初は意味のない大したことがないものに使っていると思っていたけど，税もよく使え
ば大切なものだとわかった。 
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